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 　本格的な少子高齢社会の進展の中で社会保障制度は深刻な状況にあり、年金をはじ

めとする社会保障制度に対する国民の不安・不信は根強いものがある。この事態をわが

国社会の将来を左右する重大なことと受け止め、国民の信頼と安心を確保するための改

革を実現することが政治の責任である。

　この改革は一刻の猶予も許されないものである。出生率、経済財政情勢、産業構造、

雇用構造など時代の大きな変化に適確に対応すべく、過去の経緯などにとらわれず、議

論に必要な論点を国民に提示し、あらゆる観点からの議論を尽くし、社会保障制度改革

なかんずく年金制度改革について、その実現のため全力を傾注しなければならない。

　本院は、右の認識・決意にたって、国民の負託にこたえ国会の責任を果たすべく、新

たに全会派参加による「両院合同会議」を設けることとする。そこでの議論は、議員間

の論議を中心に各党の利害を超えて真摯に行い、すべて国民に公開するものとする。ま

た、集中的・効率的に議論し、まず年金制度改革に関して各党が論点・目指すべき姿・

施策について提起して議論を進め、今秋までに改革の方向付けを行い骨格の成案を得る

ことを目指すこととする。

　政府は、この議論が円滑、効率的に行われるよう協力するとともに、この議論を尊重

すべきである。

　本院は、この議論を通じ、年金・社会保障制度改革の実現に最大限の努力を行う決意

であることを全国民に表明する。

　右決議する。


